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平成１７年(行ケ)第１０５７５号 特許取消決定取消請求事件

口頭弁論終結日 平成１８年９月１２日

判 決

原 告 ペ ン タ ッ ク ス 株 式 会 社

訴 訟 代 理 人 弁 護 士 小 林 幸 夫

訴 訟 代 理 人 弁 理 士 伊 丹 辰 男

同 松 岡 修 平

被 告 特 許 庁 長 官

中 嶋 誠

指 定 代 理 人 樋 口 信 宏

同 平 井 良 憲

同 岡 田 孝 博

同 大 場 義 則

主 文

１ 特許庁が異議２００３－７１２９６号事件について平成１７年６

月１０日にした決定中，「特許第３３４５２３４号の請求項１ない

し４，６ないし８に係る特許を取り消す。」との部分を取り消す。

２ 訴訟費用は被告の負担とする。

事 実 及 び 理 由

第１ 請求

主文第１項と同旨

第２ 争いのない事実

１ 特許庁における手続の経緯

(1) 原告は，発明の名称を「走査光学系」とする特許第３３４５２３４号の

特許（平成７年９月２５日出願，平成１４年８月３０日設定登録，設定登

録時の請求項の数１１。以下「本件特許」という。）の特許権者である。
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(2) 本件特許についてキヤノン株式会社から特許異議の申立てがされたた

め，特許庁は，これを異議２００３－７１２９６号事件として審理し，そ

の係属中，原告は，平成１７年４月１５日，本件特許について特許請求の

範囲の減縮を目的とする明細書の訂正請求をした（以下「本件訂正」とい

い，本件訂正後の明細書を，図面と合わせて「訂正明細書」という。な

お，本件訂正により，請求項１０，１１は削除された。）。

特許庁は，審理の結果，平成１７年６月１０日，「訂正を認める。特許

第３３４５２３４号の請求項１ないし４，６ないし８に係る特許を取り消

す。同請求項５，９に係る特許を維持する。」との決定をし，その謄本

は，同年６月２７日，原告に送達された。

２ 特許請求の範囲

本件訂正後の特許請求の範囲の請求項１ないし９の記載は，次のとおりで

ある（下線部分は本件訂正による訂正箇所。以下，請求項１ないし９に係る

発明を「本件発明１」，「本件発明２」等という。）。

【請求項１】 光源から発する光束を第１の結像光学系により偏向器の近傍

で副走査方向に一旦結像させ，前記偏向器により偏向された光束を第２の

結像光学系により走査対象面上に結像させる走査光学系において，前記光

源と前記第１の結像光学系との間の光路中に，回折により前記走査対象面

側でのビームウエスト位置が変化する程度に小さく絞るアパーチャーが設

けられ，前記第１，第２の結像光学系は，前記走査対象面上に結像される

光束の波面を，前記走査対象面上の近軸像点を中心とした参照球面に対し

て副走査方向の周辺部で遅らせるよう構成されていることを特徴とする走

査光学系。

【請求項２】 前記第１の結像光学系は，前記偏向器の近傍に結像される光

束の波面を，前記偏向器近傍の近軸像点を中心とした参照球面に対して副

走査方向の周辺部で遅らせるよう構成されていることを特徴とする請求項
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１に記載の走査光学系。

【請求項３】 前記第１の結像光学系は，副走査方向にパワーを有するシリ

ンドリカルレンズであり，円筒面により規定されるベース形状に対し，副

走査方向の周辺部でレンズ厚が付加されていることを特徴とする請求項２

に記載の走査光学系。

【請求項４】 前記ベース形状に対する付加量が，副走査方向の高さに応じ

て連続的に増加することを特徴とする請求項３に記載の走査光学系。

【請求項５】 前記ベース形状に対する付加量が，副走査方向の高さに応じ

て段階的に増加することを特徴とする請求項３に記載の走査光学系。

【請求項６】 前記シリンドリカルレンズのベース形状は，一方のレンズ面

が平面，他方のレンズ面が円筒面であり，いずれか一方のレンズ面に，前

記ベース形状に対してレンズ厚が付加されていることを特徴とする請求項

３に記載の走査光学系。

【請求項７】 前記第１，第２の結像光学系は，副走査方向において光束に

オーバーの球面収差を発生させるよう構成されていることを特徴とする請

求項１に記載の走査光学系。

【請求項８】 前記第１の結像光学系は，副走査方向にパワーを有するシリ

ンドリカルレンズであり，該シリンドリカルレンズの副走査方向の曲率半

径が，副走査方向における中心部より周辺部で大きくなるよう構成されて

いることを特徴とする請求項１に記載の走査光学系。

【請求項９】 光源から発する光束を第１の結像光学系により偏向器の近傍

で副走査方向に一旦結像させ，前記偏向器により偏向された光束を第２の

結像光学系により走査対象面上に結像させる走査光学系において，前記光

源と前記第１の結像光学系との間の光路中に，回折により前記走査対象面

側でのビームウエスト位置が変化する程度に小さく絞るアパーチャーが設

けられ，前記第１，第２の結像光学系は，副走査方向において，前記走査
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対象面上に結像される光束の波面を，前記走査対象面上の近軸像点を中心

とした参照球面に対して周辺部で遅らせると共に，前記走査対象面上に形

成される光束のビームウエスト位置をガウス像面に近づけ，かつ，前記ビ

ームウエスト位置前後のビーム径の変化を対称に近づけるよう構成されて

いることを特徴とする走査光学系。

３ 決定の内容

前記１(2)の決定の内容は，別紙決定書写しのとおりである。要するに，本

件訂正を認めた上で，本件発明５，９についての特許を取り消すべき理由は

認められないが，本件発明１ないし４，８は，刊行物１（特開平５－１６４

９８５号公報。甲１）に記載された発明（以下「引用発明」という。）と同

一であるから，その特許は特許法２９条１項３号の規定に違反してされたも

のであり，また，本件発明６，７は，引用発明及び周知の事項に基づいて当

業者が容易に発明をすることができたから，その特許は同条２項の規定に違

反してされたものであるとして，いずれも取り消されるべきであるというも

のである（上記決定のうち，本件発明１ないし４，６ないし８に係る特許を

取り消した部分を，以下，単に「決定」という。）。

第３ 当事者の主張

１ 原告主張の決定の取消事由

決定は，引用発明の認定を誤った結果，本件発明１ないし４，８と引用発

明が同一であると誤って判断し，また，本件発明６，７について，引用発明

の誤った認定を前提にするなどして，その進歩性を否定したものであるか

ら，違法として取消しを免れない。

(1) 取消事由１（本件発明１ないし４，８と引用発明との同一性の判断の誤

り）

ア 本件発明１について

(ア) 本件発明１は，走査対象面上に結像される光束の波面を，走査対
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象面上の近軸像点を中心とした参照球面に対して副走査方向の周辺部

で遅らせるように構成されていることを特徴とする走査光学系の発

明（請求項１）である。

走査対象面上に結像される光束の波面を近軸像点（入射高が０近傍

の光線が光軸と交わる像点）を中心とした「参照球面に対して」副走

査方向の周辺部で遅らせるとは，その光束の位相を近軸像点の参照球

面（無収差な波面と等価な状態を示すもので，像点を中心とする球

面）に対して遅らせることを意味する。

この構成を採用することにより，本件発明１においては，副走査方

向の周辺部側の光束が近軸像点よりも後ろ側（レンズから離れる方

向）で収束し，副走査方向の周辺部でオーバーの球面収差（光軸上で

光線が１点に集まらない現象）が発生することとなる。

(イ) 決定は，引用発明について，「１）・・・刊行物１に記載のもの

は，「光源から発する光束を第１の結像光学系により偏向器の近傍で

副走査方向に一旦結像させ，前記偏向器により偏向された光束を第２

の結像光学系により走査対象面上に結像させる走査光学系」であると

言える。」，「２）・・・刊行物１に記載のものにおけるアパチャー

は，回折により走査対象面側でのビームウエスト位置が変化する程度

に小さく絞るものであると言える。」，「３）刊行物１の実施例２に

おける第１レンズＧ１１の面形状についての数値をもとに計算したレ

ンズ面の形状と，球面収差とを示す添付資料２によれば，第１レンズ

１１のレンズ面の形状は，副走査方向の曲率半径が光軸からのレンズ

高さｘとともに増大する非円筒面形状であり，このレンズ面の形状は

球面レンズ（シリンドリカルレンズとしては円筒面）の場合よりも副

走査方向の周辺部で負の球面収差の絶対値を小さくするものであるか

ら，副走査方向の周辺部側の光線をより前方に集光させる傾向，すな
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わち光束の波面としては遅れるようにする傾向を持たせるものであ

る。それゆえ，刊行物１に記載のものにおける第１，第２結像光学系

は，被走査面上に結像される光束の波面を，被走査面上の近軸像点を

中心とした参照球面に対して副走査方向の周辺部で遅らせるように構

成されていると言える。」（決定書１２頁２１行～１３頁１５行）と

認定した上で，「上記１）～３）の考察によれば，本件発明１は，添

付資料１及び２の記載事項を勘案すると，刊行物１に記載されたもの

と何ら異なることがない。」（決定書１３頁１６行～１７行）と判断

している。

しかし，刊行物１記載の第１，第２結像光学系においては，被走査

面（走査対象面）上に結像される光束の波面を，レンズ面の非円筒形

状の効果によって円筒面形状のレンズの場合と比べて遅らせているに

とどまり，上記波面が参照球面に対して依然として副走査方向の周辺

部で進んだ状態にあるため，副走査方向の周辺部の光束が近軸像点よ

りも手前側で収束し，アンダーの球面収差が発生している。

すなわち，刊行物１は，レンズ面の非円筒形状の効果によって円筒

面形状のレンズの場合と比べて，球面収差を正（オーバー）方向にシ

フトさせ（換言すると，光束の位相を遅延方向にシフトさせ），副走

査方向の周辺部の負（アンダー）の球面収差の絶対値を小さくし，

負（アンダー）の球面収差を低減させる技術を開示しているにすぎな

い。また，決定引用の添付資料２（甲９）も，レンズの非球面化によ

りアンダーの球面収差を低減させたことを示しているにすぎない。

したがって，決定の上記認定「３）」のうち，「それゆえ，刊行物

１に記載のものにおける第１，第２結像光学系は，被走査面上に結像

される光束の波面を，被走査面上の近軸像点を中心とした参照球面に

対して副走査方向の周辺部で遅らせるように構成されていると言え
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る。」との部分は誤りである。

そうすると，引用発明は，本件発明１の「前記第１，第２の結像光

学系は，前記走査対象面上に結像される光束の波面を，前記走査対象

面上の近軸像点を中心とした参照球面に対して副走査方向の周辺部で

遅らせるよう構成されている」との構成を欠いているから，本件発明

１が引用発明と同一であるとした決定の判断は誤りである。

(ウ) これに対し被告は，請求項１の「参照球面に対して」の用語

は，「参照球面より」の上位概念であって，「に対して」は波面が動

く方向を示すものであり，参照球面より波面が遅れない場合を含

み，「参照球面に向かって」の意味を含むものであるから，引用発明

は本件発明１の上記構成を有している旨主張する。

しかし，請求項１の「前記走査対象面上に結像される光束の波面を

・・・参照球面に対して副走査方向の周辺部で遅らせる」の文中に

は，「参照球面に対して」が基準を示す用語として使用され，「遅ら

せる」という方向を示す表現が明確にされており，また，物点から像

点への結像における光波の進行方向は一義的に定まるものであり，「

参照球面に対して・・・遅らせる」が，参照球面を基準として波面が

遅れない場合を含むものでないことは明らかであるから，被告の上記

主張は失当である。

(エ) 次に，被告は，刊行物１の段落【００２７】～【００３３】，【

００７１】の記載部分を挙げて，刊行物１には，副走査方向の周辺部

で光束の波面を参照球面より遅らせたものが開示されている旨主張す

る。

しかし，刊行物１の段落【００７１】に，「・・・画角５５°の範

囲内でのＲＭＳ波面収差は０．０５λ以内であり，ほぼ無収差である

といえる。」との記載があるものの，この記載は±０．０５λの範囲
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が無収差として扱うことのできる許容範囲に関する指標を示すものに

すぎず，また，ここにいう波面収差は，球面収差だけでなく，像面湾

曲にともなうデフォーカス成分(ピントズレ)等の諸収差が存在するも

のであり（刊行物１の図７ないし図９には横収差図が記載されている

が，上記各図の各(ｂ）中，副走査断面を示す曲がり具合は，どれも同

様であり傾きの成分に差が認められるが，これは画角５５度の範囲で

副走査方向の球面収差(曲がり具合)は変化が少なく，画角に応じてピ

ント位置(傾き)が変化していることを意味している。），刊行物１の

上記記載部分から，副走査方向の周辺部で球面収差を遅らせたもの（

球面収差がオーバーになる可能性があるもの）が開示されているとい

うことはできない。刊行物１の他の段落の記載部分にもこのような開

示はされていないから，被告の上記主張も失当である。

イ 本件発明２ないし４，８について

決定は，本件発明１の構成にそれぞれの事項（構成）を付加した本件

発明２ないし４，８は，いずれも刊行物１に記載のものと何ら相違する

ものではないとして，引用発明と同一であると判断しているが，前記ア(

イ)のとおり，引用発明は本件発明１の「前記第１，第２の結像光学系

は，前記走査対象面上に結像される光束の波面を，前記走査対象面上の

近軸像点を中心とした参照球面に対して副走査方向の周辺部で遅らせる

よう構成されている」との構成を欠いており，本件発明１と引用発明は

同一でないのであるから，本件発明２ないし４，８が引用発明と同一で

あるといえないことも明らかである。

(2) 取消事由２（本件発明６の容易想到性の判断の誤り）

決定は，本件発明６について，「本件発明６は，請求項３を特定する事

項に加えて，「前記シリンドリカルレンズのベース形状は，一方のレンズ

面が平面，他方のレンズ面が円筒面であり，いずれか一方のレンズ面に，
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前記ベース形状に対してレンズ厚が付加されている」との事項を有するも

のであるが，シリンドリカルレンズのレンズ面のうち一方の面を平面と

し，他方の面を曲面としたものを用いることは，例示するまでもなく周知

の事項であり，曲面においてベース形状に対してレンズ厚が付加されたも

のとすることは，本件発明３について前述したように，刊行物１に記載さ

れた事項であるから，本件発明６は，刊行物１に記載された発明及び周知

の事項に基づいて当業者が容易に発明をすることができたものである｡｣（

決定書１４頁３４行～１５頁４行）と判断している。

ア しかし，決定の上記判断は，前記(1)アで述べた引用発明の誤った認定

を前提としているものであるから，この点において既に誤りである。

イ また，確かに，一方のレンズ面が平面，他方のレンズ面が円筒面であ

るシリンドリカルレンズのベース形状において，「いずれか一方のレン

ズ面に，前記ベース形状に対してレンズ厚が付加」されている技術は周

知である。

しかし，引用発明は，前記(1)ア(イ)のとおり，被走査面上に結像され

る光束の波面を被走査面上の近軸像点を中心とした参照球面に対して副

走査方向の周辺部が進んだ状態に構成したものであって，ここでのレン

ズ厚の付加は，波面の進み量を低減させ，波面を参照球面に近づけるた

めのものであり，刊行物１は，アンダーの球面収差を打ち消して球面収

差を低減させる技術を開示している。

他方で，本件発明６は，レンズ厚を付加して，波面を参照球面に対し

て副走査方向の周辺部で遅らせる（オーバーの球面収差を発生させる）

ように構成されており，本件発明６においては，オーバーの球面収差を

発生・増加させるため，ベース形状に対してレンズ厚を付加する構成と

なっている。

したがって，アンダーの球面収差の低減を目的とする刊行物１の開示
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内容から，本件発明６のように参照球面に対して副走査周辺部の波面を

遅らせて，オーバーの球面収差を発生させるためにレンズ厚を付加する

構成を採用しようとすることは，当業者は通常は考えつかないから，本

件発明６が引用発明及び周知の事項に基づいて当業者が容易に発明をす

ることができたとの決定の判断は誤りである。

(3) 取消事由３（本件発明７の容易想到性の判断の誤り）

決定は，本件発明７について，「本件発明７は，本件発明１を特定する

事項に加えて，「前記第１，第２の結像光学系は，副走査方向において光

束にオーバーの球面収差を発生させるよう構成されている」との事項を有

するものであるが，非円筒面のシリンドリカルレンズとしてオーバーの球

面収差ないし正の球面収差を生ずるものを用いることは，刊行物２，３に

示されるように周知の事項であり，刊行物１に記載のものにおける第１結

像光学系においてこのようなオーバーの球面収差ないし正の球面収差を生

ずるものを用いることは，必要に応じて適宜考慮し得たものである。｣，｢

したがって，本件発明７は，刊行物１に記載された発明及び周知の事項に

基づいて当業者が容易に発明をすることができたものである。」（決定書

１５頁５行～１４行）と判断している。

ア しかし，決定の上記判断は，前記(1)アで述べた引用発明の誤った認定

を前提としているものであるから，この点において既に誤りである。

イ また，刊行物２（特開平２－１５７８０９号公報。甲２），刊行物

３（特開平３－６４７２２号公報。甲３）に記載された技術は，シリン

ドリカルレンズが，アンダーの球面収差を打ち消して球面収差を低減さ

せる技術であって，刊行物２，３は，オーバーの球面収差を発生させる

技術思想については開示も示唆もしていない。また，走査光学系全体と

して副走査方向の球面収差を補正過剰にするものが周知であるともいえ

ない。
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したがって，本件発明７が引用発明及び周知の事項に基づいて当業者

が容易に発明をすることができたとの決定の判断は誤りである。

２ 被告の反論

(1) 取消事由１に対し

ア(ア) 訂正明細書（甲１５）には，「参照球面より遅らせる」と記載さ

れている箇所は，わずかに段落【０００９】の１箇所（【発明の実施

の形態】（段落【００１６】ないし段落【００３８】）を含めても２

箇所）であり，それ以外のところでは，「参照球面に対して・・・遅

らせる」と記載されている。そして，訂正明細書の記載によれば，シ

リンドリカルレンズの円筒面により規定されるベース形状に対し，レ

ンズ厚を付加することにより「円筒面の場合に比べて遅らせるも

の」（段落【００１０】ないし【００１３】）と「参照球面に対して

遅らせるもの」とは，同じである。

また，ベース形状に対してレンズ厚を付加した場合，参照球面の方

向に波面が遅れても，参照球面より波面が遅れるとは限らない。した

がって，請求項１の「参照球面に対して」という記載は，波面が動く

方向を示すもので，参照球面より波面が遅れない場合を含むと理解す

ることができる。

そうすると，本件発明１は，「参照球面より遅らせる」の上位概念

として「参照球面に対して・・・遅らせる」と規定したものであ

り，「参照球面に対して」が「参照球面に向かって」を含むことは明

らかであるから，「参照球面に対して・・・遅らせる」が，参照球面

を基準として波面が遅れない場合を含むものでないとの原告の主張は

失当である。

(イ) 次に，引用発明は，色収差，球面収差など種々の収差が±α（α

は微少量）の許容範囲内に収まるように走査光学系を構成しており，



- 12 -

具体的には走査光学系が【数１】ないし【数７】を満足するようにし

て，収差などを補正不足にも補正過剰にもならないようにしている（

刊行物１の段落【００２７】ないし【００３３】）。例えば，刊行物

１記載の実施例２におけるレンズデータでは，「・・・画角５５°の

範囲内でのＲＭＳ波面収差は０．０５λ以内であり，ほぼ無収差であ

るといえる。」（段落【００７１】）と記載されているように，収差

を±α（αは０．０５λ）で許容した範囲を「ほぼ無収差」としてい

る。

したがって，引用発明の第１，第２結像光学系は，被走査面上に結

像される光束の波面を，被走査面上の近軸像点を中心とした参照球面

に±αを許容してほぼ一致させたものであり，この範囲には，収差が

０から０．０５λ遅れるものも含まれるから，参照球面よりも進ませ

たもののみを引用発明と認定することは不適切である。

そして，引用発明は，上記範囲において，波面を参照球面より遅ら

せたものも含むものであるから，この点においても，本件発明１が引

用発明と同一であるとした決定の判断に誤りはない。

(ウ) なお，決定は，添付資料２（甲９）を，「レンズ面の形状と，球

面収差とを示す添付資料２によれば，第１レンズ１１のレンズ面の形

状は，・・・非円筒面形状であり，・・・球面レンズ（・・・円筒

面）の場合よりも・・・光束の波面としては遅れるようにする傾向を

持たせるものである。」というように，球面収差の大小や補正の方向

といった，定性的な解釈にのみ活用しているから，添付資料２の図が

本件発明１との関係を正確に表現しているか否かは，決定の認定・判

断に直接結びつくものではない。

イ 以上のとおり，本件発明１が引用発明と同一であるとした決定の判断

に原告主張の誤りはなく，本件発明２ないし４，８が，それぞれ引用発
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明と同一であるとした決定の判断にも誤りはない。

(2) 取消事由２に対し

決定の本件発明６に関する容易想到性の判断の誤りをいう原告の主張

は，本件発明１が引用発明と同一であるとした判断に誤りがあることを前

提とするものであるところ，前記(1)のとおり，本件発明１は引用発明と同

一である。また，引用発明にベース形状に対してレンズ厚が付加する技術

が開示されていることは原告も認めるとおりであるから，決定の本件発明

６に関する容易想到性の判断に誤りはない。

(3) 取消事由３に対し

ア 本件発明１が引用発明と同一であるした決定の判断に誤りがないこと

は，前記(1)のとおりである。

イ また，刊行物１の段落【００３１】ないし【００３３】の記載から分

かるとおり，球面収差を補正過剰又は補正不足とすることは，走査光学

系に限らず，レンズ設計一般において技術常識にすぎないものであり，

補正過剰にした場合にどの程度まで許容されるかがレンズ設計において

問題にされるものである。

本件発明７は，補正量の限定もなく，単に「オーバーの球面収差を発

生させる」ことを規定しているのみであって，この規定は上記技術常識

からみると単なる設計事項にすぎないものである。

なお，走査光学系全体として副走査方向の球面収差を補正過剰にする

ものは良く知られている。

したがって，決定の本件発明７に関する容易想到性の判断に誤りはな

い。

第４ 当裁判所の判断

１ 取消事由１（本件発明１ないし４，８と引用発明との同一性の判断の誤

り）について
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(1) 本件発明１について

原告は，刊行物１記載の第１，第２結像光学系においては，被走査面（

走査対象面）上に結像される光束の波面を，レンズ面の非円筒形状の効果

によって円筒面形状のレンズの場合と比べて遅らせているにとどまり，上

記波面が参照球面に対して依然として副走査方向の周辺部で進んだ状態に

あるから，決定が，引用発明について，「刊行物１に記載のものにおける

第１，第２結像光学系は，被走査面上に結像される光束の波面を，被走査

面上の近軸像点を中心とした参照球面に対して副走査方向の周辺部で遅ら

せるように構成されていると言える。」（決定書１３頁１２行～１５行）

と認定したのは誤りであり，上記誤った認定を前提として，本件発明１が

引用発明と同一であるとした判断は誤りである旨主張する。

ア(ア) 本件発明１の特許請求の範囲（請求項１）は，「光源から発する

光束を第１の結像光学系により偏向器の近傍で副走査方向に一旦結像

させ，前記偏向器により偏向された光束を第２の結像光学系により走

査対象面上に結像させる走査光学系において，前記光源と前記第１の

結像光学系との間の光路中に，回折により前記走査対象面側でのビー

ムウエスト位置が変化する程度に小さく絞るアパーチャーが設けら

れ，前記第１，第２の結像光学系は，前記走査対象面上に結像される

光束の波面を，前記走査対象面上の近軸像点を中心とした参照球面に

対して副走査方向の周辺部で遅らせるよう構成されていることを特徴

とする走査光学系。」というものである。

上記記載によれば，請求項１の「光源から発する光束」は，「アパ

ーチャー」，「第１の結像光学系」を経て，「偏向器の近傍で副走査

方向に一旦結像」され，更に「偏向器により偏向」された後，「第２

の結像光学系」を経て，「走査対象面上に結像」されるものであり，

その光束の波面は，「光源」，「アパーチャー」，「第１の結像光学
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系」，「偏向器」，「第２の結像光学系」，「走査対象面」間の光路

を，「光源」から「走査対象面」に向かって順次進行することを理解

することができる。

また，請求項１の「前記走査対象面上の近軸像点を中心とした参照

球面」は，この「第２の結像光学系」と「走査対象面」の光路の間に

位置することになることは，当業者にとって自明であるものと認めら

れる。

(イ) 加えて，「遅らせる」とは，「遅れるようにする」ことをい

い，「遅れる」とは，「自然の結果として，後からついて行くように

なる意。転じて，後に残される意。また，ある基準に及ばない意。」

であり，「きまった時間や標準よりおそくなる。」との意味を含む（

株式会社岩波書店「広辞苑（第五版）」３６４頁参照）ものである。

(ウ) そうすると，請求項１の「前記走査対象面上に結像される光束の

波面」を「参照球面に対して副走査方向の周辺部で遅らせる」とは，

第２の結像光学系を経て走査対象面に向かって進行する光束の波面

を（副走査方向の周辺部で）それぞれの位置において想定される対比

すべき「参照球面」に到達しないようにすること，すなわち，当該「

参照球面」よりも手前側に位置させるようにすることを意味するもの

と認められる。

(エ)① これに対し被告は，請求項１の「参照球面に対して」という記

載は，「参照球面より」の上位概念であって，「に対して」は波面

が動く方向を示すものであり，参照球面より波面が遅れない場合を

含み，「参照球面に向かって」の意味を含む旨主張する。

しかし，被告がいうように「参照球面に対して」が，参照球面よ

り波面が遅れない場合を含むとすれば，参照球面より波面が進んだ

場合を含むことになるが，このような解釈は，請求項１の「参照球
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面に対して・・・遅らせる」の「遅らせる」が何を基準として「遅

らせる」のか不明確にするものであって相当ではなく，また，前記(

ア)の認定事実によれば，請求項１の「光源から発する光束」の波面

が，「アパーチャー」，「第１の結像光学系」，「偏向器」，「第

２の結像光学系」，「走査対象面」の順に進行することは明らかで

あり，波面が動く方向を規定するために，「参照球面に対して」と

いう記載を用いる意義はない。

また，被告は，請求項１の「参照球面に対して」という記載が「

参照球面より」の上位概念であるとの上記主張の根拠として，①訂

正明細書には，「参照球面より遅らせる」と記載されている箇所が

１箇所（段落【０００９】）だけで（【発明の実施の形態】（段落

【００１６】ないし段落【００３８】）を含めても２箇所）で，そ

れ以外の箇所では，「参照球面に対して・・・遅らせる」と記載さ

れていること，②訂正明細書の記載上，シリンドリカルレンズの円

筒面により規定されるベース形状に対し，レンズ厚を付加すること

により「円筒面の場合に比べて遅らせるもの」（段落【００１０】

ないし【００１３】）と「参照球面に対して遅らせるもの」とは同

じであること，③ベース形状に対してレンズ厚を付加した場合，参

照球面の方向に波面が遅れても，参照球面より波面が遅れるとは限

らないことを挙げる。

しかし，上記①の事実から請求項１の「参照球面に対して」とい

う記載が「参照球面より」の上位概念であると即断することはでき

ないし，訂正明細書（甲１５）中に，被告が主張するような上位概

念として「参照球面に対して」を使用していることを認めるに足り

る記載はない。

かえって，訂正明細書には，「シリンドリカルレンズ２は，図２
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に示されるように，一方のレンズ面が平面，他方のレンズ面が副走

査方向にのみパワーを持つ曲面として構成されている。シリンドリ

カルレンズ２の曲面は，図中破線で示したベース形状である円筒面

に対し，周辺部に向けてベース形状に対する付加量が連続的に大き

くなる非円筒面として形成されている。すなわち，この曲面の副走

査方向の曲率半径は，副走査方向における光軸からの高さが大きく

なるにつれて大きくなる。」（段落【００２１】），「このような

形状により，シリンドリカルレンズ２に入射した平面波は，射出後

には実線で示されるように，近軸像点を中心とする参照球面(破線)

に対して周辺部で遅れた形状となる。」（段落【００２２】）との

記載があり，図２（甲１７）には，近軸像点を中心とする参照球面(

破線)を基準として遅れた波面が実線で図示されていることによれ

ば，訂正明細書において，「参照球面に対して遅らせる」とは，参

照球面より遅らせる意味で用いられていることは明らかである。

次に，「円筒面の場合に比べて遅らせるもの」と「参照球面に対

して遅らせるもの」とは同じであるとの上記②の主張は，何が「同

じ」であるというのか，その主張自体趣旨が明確でないのみなら

ず，訂正明細書の段落【００１０】ないし【００１３】の記載中に

も，請求項１の「参照球面に対して」という記載が「参照球面よ

り」の上位概念であると解する根拠を見いだすことはできない。

さらに，上記③の主張のとおり，ベース形状に対してレンズ厚を

付加した場合，参照球面の方向に波面が遅れても，参照球面より波

面が遅れるとは限らないとしても，このことが請求項１の「参照球

面に対して」という記載が「参照球面より」の上位概念であるとの

根拠になるものでもない。

② したがって，請求項１の「参照球面に対して」という記載は，「
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参照球面より」の上位概念であって，「に対して」は波面が動く方

向を示すものであり，参照球面より波面が遅れない場合を含むとの

被告の主張は採用することができない。

イ(ア) そこで，請求項１の「前記走査対象面上に結像される光束の波

面」を「参照球面に対して副走査方向の周辺部で遅らせる」との意義

が前記ア(ウ)のとおりであることを前提として，本件発明１と引用発

明との同一性について検討する。

ところで，甲１６及び弁論の全趣旨よれば，光束の波面を近軸像点

を中心とした参照球面に対して副走査方向の周辺部で遅らせた場合に

は，上記光束が近軸像点よりも後ろ側で収束し，副走査方向の周辺部

で正（オーバー）の球面収差が発生し，一方，光束の波面を上記参照

球面に対して副走査方向の周辺部で進めさせた場合には，上記光束が

近軸像点よりも手前側で収束し，副走査方向の周辺部で負（アンダ

ー）の球面収差が発生することが認められる。

(イ) 決定は，「３）刊行物１の実施例２における第１レンズＧ１１の

面形状についての数値をもとに計算したレンズ面の形状と，球面収差

とを示す添付資料２によれば，第１レンズ１１のレンズ面の形状は，

副走査方向の曲率半径が光軸からのレンズ高さｘとともに増大する非

円筒面形状であり，このレンズ面の形状は球面レンズ（シリンドリカ

ルレンズとしては円筒面）の場合よりも副走査方向の周辺部で負の球

面収差の絶対値を小さくするものであるから，副走査方向の周辺部側

の光線をより前方に集光させる傾向，すなわち光束の波面としては遅

れるようにする傾向を持たせるものである。それゆえ，刊行物１に記

載のものにおける第１，第２結像光学系は，被走査面上に結像される

光束の波面を，被走査面上の近軸像点を中心とした参照球面に対して

副走査方向の周辺部で遅らせるように構成されていると言える。」（
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決定書１３頁５行～１５行）と認定している。

しかし，決定が認定するように，刊行物１の実施例２における第１

レンズＧ１１のレンズ面の形状が，「非円筒面形状であり，このレン

ズ面の形状は球面レンズ（シリンドリカルレンズとしては円筒面）の

場合よりも副走査方向の周辺部で負の球面収差の絶対値を小さくする

ものであるから，副走査方向の周辺部側の光線をより前方に集光させ

る傾向，すなわち光束の波面としては遅れるようにする傾向を持たせ

るものである。」としても，「副走査方向の周辺部で負の球面収差の

絶対値を小さくするもの」にとどまるものであって，正（オーバー）

の球面収差を発生させるものではない以上，引用発明における第１，

第２の結像光学系は，被走査面上に結像される光束の波面を，本件発

明１のように，走査対象面上の近軸像点を中心とした参照球面に対し

て副走査方向の周辺部で遅らせるように構成されているということは

できない。

また，刊行物１（甲１）には，実施例２の第１レンズＧ１１に関し

て，「この第１レンズＧ１１はｙ方向に母線を持つシリンドリカルレ

ンズであり，ポリゴンミラー３側を向いた面は

２【数８】 Ｃ ・ｘｘ

ｚ＝
２ ２１＋ １－（１＋Ｋ）Ｃ ・ｘｘ

ただし，係数Ｋ，Ａはそれぞれ

Ｋ＝－０．８６８

Ａ＝０であり，

【数９】

ｘ ｘＣ ＝ １／ｒ

である，で表される形状に仕上げられた非円筒面である。」（段落【

００５２】～【００５６】）との記載があるものの，上記シリンドリ
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カルレンズＧ１１がどのような球面収差を発生させるかについての明

確な記載はなく，正（オーバー）の球面収差を発生させることの明確

な記載はない。

かえって，決定引用の添付資料２（甲９。本件異議申立人が異議申

立書に添付して提出した刊行物１の実施例２のシリンドリカルレンズ

の計算結果）によれば，シリンドリカルレンズＧ１１が球面レンズの

場合に比べて副走査断面で非球面とした場合には，「球面収差（ｍ

ｍ）」が低減していることが示されているものの，いずれの「レンズ

高さ（ｍｍ）」においても，「球面収差（ｍｍ）」は０以下であっ

て，負（アンダー）の球面収差が発生することが示されている。

(ウ) 被告は，引用発明は，色収差，球面収差など種々の収差が±α（

αは微少量）の許容範囲内に収まるように走査光学系を構成してお

り，具体的には走査光学系が【数１】ないし【数７】を満足するよう

にして，収差などを補正不足にも補正過剰にもならないようにし（刊

行物１の段落【００２７】ないし【００３３】），また，刊行物１記

載の実施例２におけるレンズデータでは，収差を±α（αは０．０５

λ）で許容した範囲を「ほぼ無収差」とし，収差が０から０．０５λ

遅れるものを含むから（段落【００７１】），引用発明は，走査対象

面上に結像する光束の波面を参照球面より進めたもののみならず，参

照球面より遅らせたものも含む旨主張する。

そこで検討するに，刊行物１（甲１）には，「数１は色収差を適正

に補正する条件を示すものであり，数１の下限値を下回ると，接合レ

ンズの色収差が補正不足になり，逆に上限値を上回ると補正過剰にな

る。」（段落【００２７】），「数５の条件はメニスカスレンズの焦

点距離を規定する条件である。数５の下限値を下回ると，メニスカス

レンズの焦点距離が短くなりすぎ，球面収差が補正不足になる。逆
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に，上限値を上回ると，球面収差が補正過剰になる。」（段落【００

３１】），「数６は，メニスカスレンズと接合レンズの間の空気レン

ズのパワーを規定するものである。数６の下限値を下回ると，空気レ

ンズの働きが弱くなり，メリディオナル像面湾曲が補正不足になる。

上限値を上回ると補正過剰になる。」（段落【００３２】），「数７

の条件は，接合レンズのコンセントリック性を規定するものである。

この数７の下限値を下回るとメリディオナル像面湾曲が補正過剰にな

り，逆に上限値を上回ると補正不足になる。」（段落【００３３】）

との記載があり，これらの記載によれば，数１は色収差を補正する条

件，数５は球面収差を補正するためメニスカスレンズの焦点距離を規

定する条件，数６はメリディオナル像面湾曲を補正するためメニスカ

スレンズと接合レンズの間の空気レンズのパワーを規定する条件，数

７はメリディオナル像面湾曲を補正するため接合レンズのコンセント

リック性を規定する条件であり，上記各条件を満たせばそれぞれ補正

過剰又は補正不足にならないことを開示していることが認められるも

のの，一方で，刊行物１には，上記各条件が，走査対象面上に結像す

る光束の波面が副走査方向の周辺部で参照球面より遅れるようにする

こととの関連を示す明確な記載はない。

また，刊行物１の段落【００７１】には，第２実施例について，「

図１４ないし図１６は，図７ないし図９と同様に，それぞれ像高０ｍ

ｍ，像高１７５ｍｍ及び像高２５０ｍｍでの横収差を示している。こ

れらの図からわかるように，波長変動±５ｎｍに対しても倍率の色収

差は僅少で，半導体レーザーのモードホップに充分対応できる。画角

５５°の範囲内でのＲＭＳ波面収差は０．０５λ以内であり，ほぼ無

収差であるといえる。」との記載があり，上記記載は，第２実施例の

走査光学系のＲＭＳ波面収差（理想波面と実際の波面の標準偏差）が
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０．０５λ以内に収まることを開示するものであるが，ＲＭＳ波面収

差は，副走査方向のみならず，主走査方向をも含み，ＲＭＳ波面収差

が０．０５λ以内であるからといって，副走査方向の周辺部での波面

の遅れが０～０．０５λの間にあることを示すものではなく，また，

図１４ないし１６から直ちに第２実施例の波面が副走査方向の周辺部

において０～０．０５λ程度遅れるものであることを理解することは

できない。

したがって，引用発明は，走査対象面上に結像する光束の波面を参

照球面より進めたもののみならず，参照球面より遅らせたものも含む

との被告の上記主張は採用することができない。

(エ) 以上によれば，決定が，引用発明について，「刊行物１に記載の

ものにおける第１，第２結像光学系は，被走査面上に結像される光束

の波面を，被走査面上の近軸像点を中心とした参照球面に対して副走

査方向の周辺部で遅らせるように構成されていると言える。」（決定

書１３頁１２行～１５行）と認定したのは誤りであり，引用発明は，

本件発明１の「第１，第２の結像光学系は，前記走査対象面上に結像

される光束の波面を，前記走査対象面上の近軸像点を中心とした参照

球面に対して副走査方向の周辺部で遅らせるよう構成されている」と

の構成を欠くものであるから，本件発明１は引用発明と同一であると

はいえず，原告主張の取消事由１アは理由がある。

(2) 本件発明２ないし４，８について

決定は，本件発明１の構成にそれぞれの事項（構成）を付加した本件発

明２ないし４，８は，いずれも刊行物１に記載のものと何ら相違するもの

ではないとして，引用発明と同一である旨（決定書１３頁２６行～１４頁

１６行，１５頁１５行～２４行）判断しているが，先に説示したとおり，

引用発明は，本件発明１の「前記第１，第２の結像光学系は，前記走査対
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象面上に結像される光束の波面を，前記走査対象面上の近軸像点を中心と

した参照球面に対して副走査方向の周辺部で遅らせるよう構成されてい

る」との構成を欠いており，本件発明１は引用発明と同一でないのである

から，これが同一であることを前提として本件発明２ないし４，８が引用

発明と同一であるとした決定の判断も誤りである。

したがって，原告主張の取消事由１イは理由がある。

２ 取消事由２（本件発明６の容易想到性の判断の誤り）について

原告は，本件発明６が容易想到であるとした決定の判断は，引用発明の誤

った認定を前提としているものであるから，誤りである旨主張するので，こ

の点について検討する。

(1) 請求項１，２，３，６の記載を総合すれば，本件発明２は，本件発明１

の構成に「前記第１の結像光学系は，前記偏向器の近傍に結像される光束

の波面を，前記偏向器近傍の近軸像点を中心とした参照球面に対して副走

査方向の周辺部で遅らせるよう構成されている」との事項を付加し，本件

発明３は，本件発明２の構成に「前記第１の結像光学系は，副走査方向に

パワーを有するシリンドリカルレンズであり，円筒面により規定されるベ

ース形状に対し，副走査方向の周辺部でレンズ厚が付加されている」との

事項を付加し，さらに，本件発明６は，本件発明３の構成に「前記シリン

ドリカルレンズのベース形状は，一方のレンズ面が平面，他方のレンズ面

が円筒面であり，いずれか一方のレンズ面に，前記ベース形状に対してレ

ンズ厚が付加されている」との事項を付加したものであるから，結局，本

件発明６は，本件発明１の構成に，上記各付加事項の構成を加えた発明で

あることが認められる。

そして，先に説示したとおり，引用発明は，本件発明１の「第１，第２

の結像光学系は，前記走査対象面上に結像される光束の波面を，前記走査

対象面上の近軸像点を中心とした参照球面に対して副走査方向の周辺部で
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遅らせるよう構成されている」との構成を欠くものであり，この点におい

て，引用発明と本件発明１は相違し，ひいては本件発明３も引用発明と相

違するものであるから，上記相違は，引用発明と本件発明６との相違点と

なるものである。

(2) しかし，決定は，引用発明と本件発明３が同一であるとの判断を前提と

して，本件発明６について，「シリンドリカルレンズのレンズ面のうち一

方の面を平面とし，他方の面を曲面としたものを用いることは，例示する

までもなく周知の事項であり，曲面においてベース形状に対してレンズ厚

が付加されたものとすることは，本件発明３について前述したように，刊

行物１に記載された事項であるから，本件発明６は，刊行物１に記載され

た発明及び周知の事項に基づいて当業者が容易に発明をすることができた

ものである。」（決定書１４頁３７行～１５頁４行）と判断しているだけ

であり，上記相違点については認定及び判断をしていない。

したがって，決定は，前記のとおり引用発明の認定を誤った結果，上記

相違点を看過し，これについて判断しないまま，本件発明６が容易に発明

をすることができたとの結論に至っているものであり，その判断の過程に

誤りがあるといわざるを得ないから，原告主張の取消事由２アは理由があ

る。

３ 取消事由３（本件発明７の容易想到性の判断の誤り）について

原告は，本件発明７が容易想到であるとした決定の判断は，引用発明の誤

った認定を前提としているものであるから，誤りである旨主張するので，こ

の点について検討する。

(1) 本件発明７の特許請求の範囲（請求項７）は，「前記第１，第２の結像

光学系は，副走査方向において光束にオーバーの球面収差を発生させるよ

う構成されていることを特徴とする請求項１に記載の走査光学系。」とい

うものであり，上記記載によれば，本件発明７は，本件発明１の構成
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に，「前記第１，第２の結像光学系は，副走査方向において光束にオーバ

ーの球面収差を発生させるよう構成されている」との事項を付加した発明

であることが認められる。

そして，先に説示したとおり，引用発明は，本件発明１の「第１，第２

の結像光学系は，前記走査対象面上に結像される光束の波面を，前記走査

対象面上の近軸像点を中心とした参照球面に対して副走査方向の周辺部で

遅らせるよう構成されている」との構成を欠く点において，本件発明１と

相違するから，上記相違は，引用発明と本件発明７との相違点となるもの

である。

(2) しかし，決定は，引用発明と本件発明１が同一であるとの判断を前提と

して，本件発明７について，「非円筒面のシリンドリカルレンズとしてオ

ーバーの球面収差ないし正の球面収差を生ずるものを用いることは，刊行

物２，３に示されるように周知の事項であり，刊行物１に記載のものにお

ける第１結像光学系においてこのようなオーバーの球面収差ないし正の球

面収差を生ずるものを用いることは，必要に応じて適宜考慮し得たもので

ある。したがって，本件発明７は，刊行物１に記載された発明及び周知の

事項に基づいて当業者が容易に発明をすることができたものである。」（

決定書１５頁７行～１４行）と判断し，引用発明における第１結像光学系

においてオーバーの球面収差ないし正の球面収差を生ずるものを用いるこ

との容易想到性について判断しているのみで，上記相違点に係る「前記走

査対象面上に結像される光束の波面」を「前記走査対象面上の近軸像点を

中心とした参照球面に対して副走査方向の周辺部で遅らせる」との構成に

ついては，これを相違点として認定も判断もしていない。

したがって，決定は，前記のとおり引用発明の認定を誤った結果，上記

相違点を看過し，これについて判断しないまま，本件発明７が容易に発明

をすることができたとの結論に至っているものであり，その判断の過程に
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誤りがあるといわざるを得ないから，原告主張の取消事由３アは理由があ

る。

４ 結論

以上のとおり，原告主張の取消事由は理由があり，決定は取消しを免れな

い。

よって，原告の本訴請求は理由があるから，これを認容することとし，主

文のとおり判決する。
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